
土木交通部交通戦略課

滋賀地域交通ビジョン骨子

0



1

滋賀地域交通ビジョンの骨子

第1章 策定の趣旨
1.1 策定の必要性
1.2 策定のポイント
1.3 ビジョンの策定に当たって
1.4 その他の検討項目
1.5 滋賀地域交通ビジョンの基本的事項
第2章 滋賀の現状
2.1 地域の状況
2.2 公共交通の状況
2.3 県内住民の公共交通のニーズ
2.4 広域交通の状況
第3章 滋賀の交通をめぐる課題
3.1 地域交通の課題
3.2 将来の考慮すべき環境変化
第4章 滋賀県が目指す地域交通の姿
4.1 滋賀県が目指す地域交通とは
4.2 各地域公共交通計画が掲げる課題・現状
4.3 地域分類の設定
4.4 滋賀県が目指す地域交通の姿

第5章 目指す姿を実現するための
施策例

5.1 県域指標と地域指標の考え方
5.2 県域指標の設定
5.3 地域指標例の設定
5.4 地域指標を踏まえたギャップ分析
5.5 地域分類別の目指す姿を実現するため

の施策例
第6章 施策推進に向けて
6.1 目指す姿の達成に必要な費用の試算
6.2 財源や整備手法の検討



2

1.1 策定の必要性
・県民の日々の生活に密着した「地域交通」に特に焦点を当て、人口減少、新型コロナウイルス
感染症の拡大、北陸新幹線等の広域交通の整備、自動運転やMaaS等の新技術の発展等
の社会情勢の変化に対応した持続可能な交通ネットワークの維持・活性を目指し、ビジョンを見
直していくことが必要

1.2 策定のポイント
・理念：“公共交通”、“地域交通”の定義および果たす役割を記載
・各主体の責務・役割分担：自治体、住民、交通事業者の責務・役割を記載
・都市計画との整合：滋賀県都市計画基本方針で掲げる“拠点連携型都市構造”との整合性

を記載
・滋賀県が目指す地域交通の姿：目指す姿の要素（未来予測、シガリズム、CO2ネットゼロ等）を記載
・目指す姿へのロードマップ：指標の設定、ギャップ分析、施策例等の検討方法を記載
・目指す姿の実現に必要な仕組み・システム：新たな技術の導入、負担のあり方等の仕組み・

システムを記載
1.3 ビジョンの策定に当たって
・県民等との対話による「目指す姿」の検討、「目指す姿」のWEBプロモーション、市町、交通事業
者との協議を実施しながら、「滋賀県が目指す地域交通の姿」を共有し、見直しを進めることを記
載

1.4 その他の検討項目
・滋賀県基本構想の実現、CO2ネットゼロ社会づくりへの寄与、県施策との連携について記載
1.5 滋賀地域交通ビジョンの基本的事項
・目標年次、2章以降の構成を記載

第１章 策定の趣旨
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2.1 地域の状況
地域別を含む以下を整理
・人口
・運転免許返納者数
・通学状況
2.2 公共交通の状況
地域別を含む以下を整理
・サービスレベル（人口カバー率）
・収支・費用負担状況
・利用者数の状況
・運転手確保の状況
2.3 県内住民の公共交通のニーズ
住民アンケートから以下を整理
・公共交通の運行状況に対する認知度
・公共交通の費用負担に対する認知度・意向
・公共交通の多面的な効果の認知度・重要度
・公共交通の必要性、満足度
・公共交通への新たな費用負担の意向
2.4 広域交通の状況
・リニア中央新幹線、北陸新幹線等の広域交
通に関わる影響を記載

第２章 滋賀の現状

▼人口 ▼運行間隔別の公共交通圏人口カバー率

10分に1本以上
25%

15分に1本以上
9%

20分に1本以上
10%30分に1本以上

13%

1時間に1本以上
16%

2時間に1本以上
13%

それ以下
13%

出典：R2国勢調査
（250mメッシュ人口）

出典：R2国勢調査

満足である

8%

どちらかと言えば
満足である

40%
どちらかと言えば

満足でない

33%

満足でない

15%

無回答・無効

4%

N=2,997

27 

27 

30 

25 

36 

36 

36 

37 

14 

14 

12 

15 

10 

10 

9 

10 

10 

10 

10 

10 

3 

2 

2 

2 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

世帯主

公共交通
利用あり

公共交通
利用なし

思う

どちらかと言えば
そう思う
思わないが負担は
やむを得ない
どちらかと言えば
思わない
思わない

無回答・無効

N=2,997

N=2,555

N=945

N=2,010

▼公共交通の維持に必要な費用の負担意向

出典：住民アンケート
（2022年10月実施）

▼公共交通に対する満足度

出典：住民アンケート
（2022年10月実施）
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第３章 滋賀の交通をめぐる課題
現状分析を踏まえた地域交通の課題

地域の状況
■人口

減少するものの広範囲に集積

■運転免許返納者数
免許返納者数は高水準で推移

■通学
公共交通の分担率が高い

公共交通の状況
■サービスレベル

利用者が求めるサービスレベルを満
たすカバー率が低い

■収支・費用負担
県内路線バスの8割が赤字であり、
費用の約3割を行政負担

■利用者数
コロナ前と比較して2割以上減少し
た地域鉄道・バス事業者が7割

■運転手
交通事業者の多くが運転手の人員不
足・高齢化を懸念

住民ニーズの状況
■公共交通の満足度

満足していない人が半数以上

■公共交通の必要性
「必要」と思う人が約9割

■公共交通の
多面的な効果の重要度
「重要」と思う人が約9割

■公共交通への新たな
費用負担に対する意向
「許容できる」「どちらかといえば
許容できる」と考える人が約6割

広域交通の状況
■広域ネットワーク

リニア中央新幹線、北陸新幹線
等の広域交通が発達

誰もが、行きたいときに、行きたいところに移動ができる、
持続可能な地域交通の確保

【移動の視点】
学生、高齢者、障害者、訪問者など、誰もが使
える移動手段として、利用者が求めるサービス
レベルを満足する地域交通の確保

【持続可能の視点】
地域交通の利用環境の変化、限られた資源の
中で、将来を見通した戦略的、効率的運行に
よる持続可能な地域交通の確保

地域交通は、単なる移動手段にとどまらず多面的な効果をもたらすことから、住民、国・地方
自治体、交通事業者等の関係者が連携し、皆で地域交通を支える仕組みの構築が必要
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第３章 滋賀の交通をめぐる課題
将来の考慮すべき環境変化

将来の公共交通に影響を与える環境変化について以下に整理

環境変化の要素 要素による影響 公共交通への影響

人口減少・高齢化
・人口減少による利用者の減少 －
・高齢化による外出率の減少、免許返納者の増加による
利用者の増加 ±

新型コロナウイルス
・密回避のため、他の交通モードに転換 －
・テレワーク等による通勤等の目的での移動の減少 －

Society5.0の進展

・テレワークやEC等のオンライン化やデリバリー等の増加によ
る移動総量の減少 －

・自動運転技術の進展により高齢ドライバーの維持に伴う
自動車利用の継続 －

・バス運転手等の人材不足の改善によるサービスレベルの
維持・向上 +

県や県下の自治体
が目指すまちづくりの
進展

・コンパクト化による発生源の集約に伴う幹線バスの利用
者の増加（一方で利用者が一部に集中）

+
（一部・ー）

広域交通の整備 ・北陸新幹線、リニア等の整備による来訪者の増加、スト
ロー効果による県外への流出 ±

脱 炭 素 ・ カ ー ボ ン
ニュートラル（CN）

・生活交通、物流等で輸送量当たりの二酸化炭素排出
量が少ない公共交通の利用促進・モーダルコネクト・モー
ダルシフト等が進むことによる公共交通の役割増加・拡大

+
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第４章 滋賀県が目指す地域交通の姿

自家用車利用を一定の前提
としつつ、地域交通により

自家用車を「使えない人」・「使えない時」

でも日々の生活のための移動ができる。

＋ 地域特性に応
じて

地域特性に応じた
移動手段により

自家用車を「使わない」
という選択ができる。



今から20年後、2040年代を見据え
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第４章 滋賀県が目指す地域交通の姿

誰もが、行きたいときに、行きたいところに移動が
できる、持続可能な地域交通

公共交通軸 JR線、地域鉄道線
大量輸送性、速達性、定時制に優れ、
広域移動手段である鉄道線を交通軸
として最大限活用

市町間をまたぐ幹線路線バス
鉄道線を補完する広域移動手段
（主に東西方向）として活用

地域内路線バス
住民に身近な交通手段で、細かな
ニーズに対応できる路線バスを交通網
の主な担い手として最大限活用

タクシー、デマンド交通等
交通不便地や空白地において路線
バスを補完する交通手段として活用

公共交通網

滋賀県都市計画基本方針（令和４年３月策定）
「拠点連携型都市構造」※の実現

※ 一極集中的な都市構造を目指すものではなく、地域ごとに存在する
核となる多様な拠点に居住や生活サービス機能の誘導を図るとともに、
これらの拠点間を鉄道や路線バス等で、拠点外から拠点までは地域に
応じた移動手段で結ぶことにより、階層的かつネットワーク化した都
市構造
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▼年齢階層別の公共交通が担うべきと回答した割合

▼外出有無別の公共交通が担うべきと回答した割合 外出有無別では、
・通勤・通学、通院・福祉目的で外出な

しも含め、担うべきの回答割合が高い
年齢階層別では、
・通勤・通学では、その目的での移動が

必要な全年代の回答割合が他目的と比
較して高い

・通院・福祉では、その目的での移動が
多い高齢者の回答割合が他目的と比較
して高い

出典：住民アンケート（2022年10月実施）

※「現状の日常的な外出頻度」について「この目的での移動はない」と回答した場合を
「目的での外出なし」とし、それ以外の回答を「目的での外出あり」として集計

※ ※

第5章 目指す姿を実現するための施策例 指標の設定
①住民の地域交通に関する意向

通勤・通学 買物

通院・福祉 自由目的



74%
74%

33%
37%

50%
50%

79%
11%
12%

22%
6%

63%

26%
21%

17%
47%

17%
44%

11%
17%

12%
11%

6%
11%

0%
5%

50%
16%

33%
6%

11%
72%

76%
67%

88%
26%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

医療
商業

交通安全
教育

定住促進
観光
福祉
財政
建設
環境
防災

地域コミュニティ

市町全域

一部エリア

エリアはない

第5章 目指す姿を実現するための施策例 指標の設定
②市町の地域交通に関する意向
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市町が想定する地域交通が移動の役割を担う分野として、 ７割以上の市町が「医
療」「商業」「教育」「観光」「福祉」「地域コミュニティ」を選択

▼市町アンケート結果（各分野における、地域交通が移動の役割を担うと想定されるエリア）

【住民アンケート概要】
タイトル ：公共交通の現状および意向に関するアンケート
実施時期 ：令和4年10月11日(火)～令和4年10月31日(月)
実施内容 ：公共交通の現状に対する認識、新たな費用負担に対する意向、公共交通に求めるサービス水準実施媒体 等
実施媒体 ：郵送・WEB
回収数 ：計2,997通（回収率40.6％）

【市町アンケート概要】
タイトル ：公共交通の役割に関するアンケート
実施時期 ：令和4年11月18日(金)～令和4年12月2日(金)
実施内容 ：各行政分野に関する移動の役割を担うバス交通または地域鉄道があるエリア、

バス交通や地域鉄道が現在運行されていることで実施せずに済んでいる対策・抑制できている懸念事項
実施媒体 ：メール
回収数 ：19通（回収率100％）

N＝19（全市町）



第5章 目指す姿を実現するための施策例 指標の設定
②市町の地域交通に関する意向
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下記の項目において、実施せずに済んでいる対策・抑制できている懸
念事項が「なし」と回答した市町は約１～３割であり、多くの市町が
地域交通があることで、多様な効果を享受

▼市町アンケート結果
（バス交通や地域鉄道が現在運行されていることで実施せずに済んでいる対策・抑制できている懸念事項）

医療 商業 教育

観光 福祉

病院送迎貸切バスの運行
通院のための

タクシー券配布
医師による往診

医療費の増加

その他

なし

買物バスの運行

買物のための
タクシー券配布

移動販売の実施

その他

なし

貸切スクールバスの運行

通学のための
タクシー券配布

その他
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観光地送迎貸切バスの運行
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通院･買物･観光以外での
自由目的のための
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さらなる介護予防事業

その他

なし

地域コミュニティ

71%

7%
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0% 50% 100%

N=14

さらなる外出支援事業

その他

なし



第5章 目指す姿を実現するための施策例 指標の設定
③すべての県民に保障すべき「移動目的」
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住民・市町の意向を踏まえると、
地域交通が担うべき「移動目的」は

生活に不可欠な目的 ：通勤・通学、通院・福祉
地域に応じた任意の目的 ：買物、観光、地域ｺﾐｭﾆﾃｨ 等※

住民 市町

通勤・通学 通院・福祉
医療
(通院)

商業
(買物)

教育
(通学)

観光 福祉

地域交通が担うべき目的は…

地域
ｺﾐｭﾆﾃｨ

※「産業」「定住促進」など地域で求められる目的を設定
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「通勤・通学」「通院・福祉」のための移動ができるサービス水準を
確保すれば、買物、観光等のその他の目的の移動は一定確保され得る
と考えられる。

▼地域交通に求めるサービス水準
平均

(本/時) 3.6 2.7 2.7 2.0 2.6 2.0 2.7 1.9
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利用したいと
思える運行間隔

最低限確保
すべき運行間隔

利用したいと
思える運行間隔

最低限確保
すべき運行間隔

利用したいと
思える運行間隔

最低限確保
すべき運行間隔

10分に1本以上（1時間に6本） 15分に1本以上（1時間に4本） 30分に1本以上（1時間に2本） 1時間に1本 2時間に1本 1日に4～3本 それ以下でも良い

※無回答・無効、予約制の回答を除く

出典：住民アンケート（2022年10月実施）

第5章 目指す姿を実現するための施策例 指標の設定
③すべての県民に保障すべき「移動目的」



第5章 目指す姿を実現するための施策例 指標の設定
④県域指標と地域指標の考え方

13

地域

地域交通の
サービス水準 県域指標と地域指標の関係性（イメージ）

様々な移動目的

ex.) 通院、通学、買物、
観光、地域ｺﾐｭﾆﾃｨ

県域指標

「通勤・通学」

「通院・福祉」

各地域が、自ら描く将来
像を実現するために設定
する、地域特性（実態）
に応じた「数値目標」

地域指標

年齢やライフスタイルの
違い、障害の有無にかか
わらず、全ての県民に保
障すべき「移動目的」

県域指標
「通勤・通学」

「通院・福祉」
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第5章 目指す姿を実現するための施策例 地域指標例の設定
参考：地域分類のイメージ

地域
分類 将来像に向けた戦略 ライフスタイルの想定

①

地域交通の分担率が高く、人
口密度も高いため、地域交通
の積極的な利用を促す地域

生活拠点：都市
活動拠点：都市

生活、活動ともに都市域で行うウォー
カブルな空間でのライフスタイル

②

車の分担率が高いものの、人
口密度が高く鉄道駅も近いた
め、車から地域交通への転換
を促す地域

生活拠点：都市周辺
活動拠点：都市

生活は都市周辺で、活動は都市域へ移
動し行うライフスタイル

③

車の分担率が高く人口密度は
低い、かつ鉄道の運行本数が
少ないため、車との使い分け
を前提としつつ、交通不便の
改善を図る地域

生活拠点：郊外
活動拠点：都市・郊外

生活は郊外で、活動はテレワークを活
用しながら都市・郊外の両拠点で行う
ライフスタイル

④

車の分担率が高く人口密度は
低い、かつ鉄道駅が遠いため、
車利用を主としつつ、地域交
通として最低限のサービスレ
ベルを確保する地域

生活拠点：郊外
活動拠点：郊外

日常的には郊外で生活、活動を行い、
必要に応じ、都市域への移動を行うラ
イフスタイル

▼地域分類のイメージ図

地域
区分

自動車分担率
（通勤・通学）
60％未満

人口密度
500人/ｋｍ
以上

鉄道最寄駅距
離

3ｋｍ以内
① ○ ○ ○

② × ○ ○

③ × × ○

④ × × ×

▼分類方法

▼地域分類のイメージ

各地域が「地域指標」を設定する際に参考となる「指標
例」を検討するため、下記に沿って便宜的に４つの地域分
類イメージを設定。

※「生活拠点」は住居、「活動拠点」は就業・就学等の場と想定
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第5章 目指す姿を実現するための施策例 地域指標例の設定
①地域指標に関する他都市の事例

「利用者意識」が6割以上の団体で採用されており、他に「拠点・環境整
備」「情報提供」「バリアフリー」が採用されている

視点 指標分類
採用

団体数
(割合)

指標例

指標名 目標値設定の考え方 策定団体名

利用者
（地域
交通に
対する
利用者の
利便性を
判断する
指標）

利用者意識 26
(60.5%)

①現状のバスに対する総
合的な満足度

②子どもの通学送迎に対
する保護者の負担感

③高齢者における免許返
納者数

①平成28年度釧路市住民ニーズ把握調査結果をもとに、
満足度の回答割合が10.0ポイント向上することを目
標とする

②市内の高校に子どもが通学する場合、送迎に負担を
感じると回答した市内中学生の保護者の割合が40％
未満になることを目標とする

③圏域に在住する高齢者における運転免許の返納者の
「維持」を目標とする

①北海道釧路市
②山口県美弥市
③青森県八戸市・三
戸町・五戸町・田子
町・南部町・階上
町・新郷村・おいら
せ町

拠点・環境
整備

11
(25.6%)

①主要結節点における利
用環境の改善数

②市や交通事業者による
交通結節点および乗継
拠点における駐車場や
駐輪場の新規整備件数

①主要幹線が結ぶJR美祢駅、秋吉バス停、秋芳洞バス
センター、大田中央バス停の4箇所すべてを整備する
ことを目標とする

②ー

①山口県美祢市
②広島県廿日市市

情報提供 9
(20.9%)

運行情報の電子化による
検索可能路線割合

ー

福島県・会津若松
市・喜多方市・会津
美里町・会津坂下
町・柳津町・湯川村

バリアフ
リー

2
(4.7%)

市内を運行するバス車両
（高速便・バイパス便除
く）のバリアフリー化率

100％（31台/31台）を目標とする 広島県廿日市市

「地域公共交通計画」および「地域公共交通利便増進計画」を策定済の43団体（令和3年5月末時点）の地域公共交通計画を収集・整理

▼「利用者（地域交通に対する利用者の利便性を判断する指標）」の視点における他都市の指標事例

「利用者」の視点では、利用者意識における満足度に影響を及ぼす、利便性を直接的
に判断できる「公共交通圏域」および「運行間隔」を指標例として採用

⇒地域分類①～④の全てで用いる想定
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第5章 目指す姿を実現するための施策例 地域指標例の設定
①地域指標に関する他都市の事例

視点 指標分類
採用

団体数
(割合)

指標例

指標名 目標値設定の考え方 策定団体名

効率化
（地域
交通の
状況を
判断する
指標）

利用率
・利用者数

41
(95.3%)

①公共交通の利用者数
②コミュニティバスの年

間利用者数
③通学定期の販売数

①人口ビジョンにおける減少率と同様の値を目標とする
②人口減少の中で、公共交通の利便性向上や利用促進

による利用者数の増加を期待し、現状程度の利用者
を確保することを目標とする

③人口が減少する中においても、広域路線バスが高校生の
通学手段として選択されるよう現状維持を目標とする

①埼玉県東秩父村
②大分県九重町
③福島県・会津若松
市・喜多方市・会津
美里町・会津坂下
町・柳津町・湯川村

輸送効率
（平均乗車
密度等）

20
(46.5%)

①バス１便当たりの利用者数
②鉄道⇔鉄道、鉄道⇔路

線バスとの接続時間が
15分程度の割合(JR宇部
駅対象）

③スクール混乗バスの導
入路線数・経費削減額

①令和２年度の数値は特異値であることや「新しい生
活様式」の浸透などにより公共交通の利用機会が減
少していることを踏まえ、令和元年度実績の9割を目
標とする

②各交通事業者の連携・協力により可能な範囲でダイヤ
を調整していくこととし、目標値100%を目標とする

③ー

①広島県広島市
②山口県宇部市
③長崎県対馬市

財政負担 15
(34.9%)

①利用者1人あたり財政負
担額

②コミュニティバスの利用
者１人あたり財政負担額

①現在と同程度の水準維持を目標とする
②現状の非効率な運行状況を改善しつつ、公共交通の

利用者を現状程度確保することを踏まえ、5年間で1
割改善していくことを目標とする

①大分県・竹田市・
豊後大野市・臼杵市
②大分県九重町

収支率
・事業費

10
(23.3%)

公的資金が投入されてい
る公共交通事業の収支率

バス利用者数が目標年度までにコロナ発生前の水準に
戻ると想定した上で、コロナ発生前の経常収支比率を
参考に目標値を設定する

山口県宇部市

「地域公共交通計画」および「地域公共交通利便増進計画」を策定済の43団体（令和3年5月末時点）の地域公共交通計画を収集・整理

▼「効率化（地域交通の状況を判断する指標）」の視点における他都市の指標事例

「利用率・利用者数」が9割以上の団体で採用されており、他に「輸送効率
（平均乗車密度等）」「財政負担」「収支率・事業費」が採用されている

「効率化」の視点では、収入と支出のバランスが適正か判断できる「収支率」および
利用に基づく効率的な運行状況かを判断できる「平均乗車密度※」を指標例として採用
⇒需要が見込める地域分類①,②は収支率、運行の適正化が求められる地域分類③,④は平均乗車密
度を指標例として用いる想定

※平均乗車密度：ある系統のバス 1 便あたりの平均利用者数で、始点から終点まで平均 して常時バスに乗っている人数



17

第5章 目指す姿を実現するための施策例 地域指標例の設定
①地域指標に関する他都市の事例

「まちづくり」が5割以上の団体で採用されており、他に「利用促進」
「観光」「担い手育成」「計画評価」「事故」「環境」が採用されている

視点 指標分類
採用

団体数
(割合)

指標例

指標名 目標値設定の考え方 策定団体名

その他

まちづくり 22
(51.2%)

①公共交通人口カバー率
③高齢者の外出回数の増
加

①運行形態の見直しと連携し、交通不便地域の縮小を
図る
③今後の増加を目指す

①大分県・中津市・
宇佐市・豊後高田市
③埼玉県上尾市

利用促進策 14
(32.6%)

①公共交通に関するイベ
ントの開催回数
②地域が連携して企画・
実現した利用促進の取組
数

①公共交通に係るイベント開催の拡充を図り年3回イ
ベントを開催することを目標とする
②H30年11月時点に加えて１年に１件ずつ増やすこと
を目標とする

①北海道釧路市
②長崎県佐世保市

観光 9
(20.9%)

①バス利用者に占める観
光目的の割合
②公共交通を利用した観
光来訪者数

①平成28年度に実施した釧路市住民ニーズ把握調査結
果および近年の釧路市への観光入込数の増加割合を考
慮し、観光目的の利用割合を2倍に増加させることを
目標とする
②令和元年度の実績値の維持を目標とする

①北海道釧路市
②佐賀県

担い手育成 2
(4.7%)

40代以下の路線バス運転
手の割合

令和2年度以上を目標とする 北海道千歳市

計画評価 2
(4.7%)

県内市町における地域公
共交通網形成計画の策定
率

ー 愛媛県全域

事故 1
(2.3%)

交通事故件数（人身事故）ー 広島県東広島市

環境
1

(2.3%)
CO2 排出量 ー 広島県東広島市

「地域公共交通計画」および「地域公共交通利便増進計画」を策定済の43団体（令和3年5月末時点）の地域公共交通計画を収集・整理

▼その他の視点における他都市の指標事例
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17

14

11

6

35

30

23

19

24

24

20

17

19

23

26

31

5

7

12

17

2

2

4

4

3

5

地域分類①

地域分類②

地域分類③

地域分類④

0% 20% 40% 60% 80% 100%

100m圏内 200m圏内 300m圏内 500m圏内
800m圏内 1km圏内 1.5km圏内 それ以上

▼公共交通の人口カバー率

▼運行間隔別の公共交通圏※人口カバー率

出典：R2国勢調査（250mメッシュ人口）

※鉄道800m圏およびバス300m圏 ※通勤・通学時間帯（6-9,17-20時）の運行間隔

42

13

8

11

12

9

4

5

9

12

11

4

8

18

16

15

10

13

34

25

10

17

13

18

9

18

15

22

地域分類①

地域分類②

地域分類③

地域分類④

0% 20% 40% 60% 80% 100%

10分に1本以上 15分に1本以上 20分に1本以上 30分に1本以上
1時間に1本以上 2時間に1本以上 それ以下

現状の公共交通300m圏内の人口カバー率は地域分類①で約76％、地域
分類②で約68％、地域分類③で約54％、地域分類④で約42％
「20分に1本以上」の公共交通圏の人口カバー率は地域分類①で約63%
と比較的高いものの、地域分類②～④では4割以下

▼地域分類のイメージ図

第5章 目指す姿を実現するための施策例 地域指標例の設定
②地域分類別の公共交通圏域（人口カバー率）
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地域分類①

地域分類②

地域分類③

地域分類④

10分に1本以上（1時間に6本） 15分に1本以上（1時間に4本）
30分に1本以上（1時間に2本） 1時間に1本
2時間に1本 1日に4～3本
それ以下でも良い

N=503

N=619

N=450

N=247

4 

3 

4 

4 

23 

13 

12 

8 

40 

42 

38 

38 

26 

32 

34 

34 

2 

6 

7 

6 

1 

4 

3 

6 

2 

1 

2 

3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

地域分類①

地域分類②

地域分類③

地域分類④

10分に1本以上（1時間に6本） 15分に1本以上（1時間に4本）
30分に1本以上（1時間に2本） 1時間に1本
2時間に1本 1日に4～3本
それ以下でも良い
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N=442
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12 

12 

48 

46 
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32 

14 

31 

36 

45 

3 

4 

6 

6 
1 

1 

1 

3 

1 

1 

2 

1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

地域分類①

地域分類②

地域分類③

地域分類④

10分に1本以上（1時間に6本） 15分に1本以上（1時間に4本）
30分に1本以上（1時間に2本） 1時間に1本
2時間に1本 1日に4～3本
それ以下でも良い

N=537

N=597

N=417

N=231

13 
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7 

7 

43 
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23 

15 

34 

44 

45 

48 

8 

18 

21 

23 

2 

1 

1 

1 

1 

1 

3 

1 

1 

2 

3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

地域分類①

地域分類②

地域分類③

地域分類④

10分に1本以上（1時間に6本） 15分に1本以上（1時間に4本）
30分に1本以上（1時間に2本） 1時間に1本
2時間に1本 1日に4～3本
それ以下でも良い

N=532

N=595

N=415

N=235

19

最低限確保すべき運行間隔は、平均値より「通勤・通学」では地域分類
①で20分以内、地域分類②～④で30分以内、「通院・福祉」では地域分
類①で30分以内、地域分類②～④で30～40分以内

通勤・通学

通院・福祉

通勤・通学

通院・福祉

▼利用したいと思える運行間隔 ▼最低限確保すべき運行間隔

平均

4.3(本/時)

出典：住民アンケート（2022年10月実施）

3.6(本/時)

3.2(本/時)

3.0(本/時)

3.2(本/時)

2.6(本/時)

2.4(本/時)

2.2(本/時)

平均

平均 平均

3.0(本/時)

2.5(本/時)

2.4(本/時)

2.2(本/時)

2.3(本/時)

1.9(本/時)

1.8(本/時)

1.7(本/時)

※無回答・無効、予約制の回答を除く

第5章 目指す姿を実現するための施策例 地域指標例の設定
③地域分類別の運行間隔



28

20

28

49

72

80

72

51
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地域分類①

地域分類②
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1

2

30

14

5

10

0% 20% 40% 60% 80% 100%

地域分類①

地域分類②

地域分類③

地域分類④

20%未満 20%~50% 50%~80% 80%~100% 100%以上

(172路線)

(134路線)

(123路線)

(41路線)
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第5章 目指す姿を実現するための施策例 地域指標例の設定
④地域分類別の収支率

地域分類①～④の順で路線バスの収支率の平均値は低下
収支率が平均以上の路線は需要が見込める地域分類①,②でも2～3割程度
であり、少ない黒字路線で他の赤字路線を補っている状況

▼収支率
平均値 中央値※

▼収支率が平均以上の路線割合および人口カバー率

出典：R2年度バス事業者提供資料

路線割合 人口カバー率

※地域分類別の全路線のカバー人口に対する収支
率が平均以上の路線のカバー人口の割合

106.0%

60.6%

26.7%

13.4%

66.1%

29.2%

12.5%

5.9%

※中央値：データを小さい順に
並べたとき中央にあるデータ

42%

22%

38%

59%

0% 50% 100%

地域分類①

地域分類②

地域分類③

地域分類④

(400,029人)

(290,283人)

(153,091人)

(31,288人)

▼地域分類のイメージ図
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第5章 目指す姿を実現するための施策例 地域指標例の設定
⑤地域分類別の平均乗車密度

地域分類①～④の順で路線バスの平均乗車密度の平均値は低下
平均乗車密度の平均値は全地域で1.0以上あるものの効率的な運行が必要
な地域分類③,④について、平均以上の路線は少ない

▼平均乗車密度

▼平均乗車密度が平均以上の路線割合およびカバー率

出典：R2年度バス事業者提供資料

路線割合 カバー率

※地域分類別の全路線のカバー人口に対する平均
乗車密度が平均以上の路線のカバー人口の割合

24

22

15

44

76

78

85

56

0% 50% 100%

地域分類①

地域分類②

地域分類③

地域分類④

平均以上 平均未満

(172路線)

(134路線)

(123路線)

(41路線)

33%

25%

32%

47%

0% 50% 100%

地域分類①

地域分類②

地域分類③

地域分類④

(400,029人)

(290,283人)

(153,091人)

(31,288人)

▼地域分類のイメージ図
平均値

3.77

2.71

1.84

1.49

0.87

1.44

0.49

0.39

中央値※

※中央値：データを小さい順に
並べたとき中央にあるデータ

9

13

33

20

20

14

19

22

19

22

20

7

20

30

19

20

10

6

4

12

22

15

7

20

0% 20% 40% 60% 80% 100%

地域分類①

地域分類②

地域分類③

地域分類④

0.2未満 0.2~0.5 0.5~1.0 1.0~3.0 3.0～5.0 5.0以上

(172路線)

(134路線)

(123路線)

(41路線)
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第5章 目指す姿を実現するための施策例 地域指標例の設定
⑥地域分類別の指標例

地
域
分
類
①

・車利用が比較的少なく、人口密度も高いため、地域交通
の積極的な利用を促すべき地域
・公共交通の人口カバー率は300m圏内が約76%
・通勤・通学時間帯で20分に1本以上の運行間隔の鉄道
駅、バス停の人口カバー率は約63％
・収支率の平均：106％ ・平均乗車密度の平均：3.77

【指標例】
●自家用車利用と遜色ない移動
・自宅から直近停留所まで200m以内
・通勤・通学時間帯の運行間隔20分以内
●戦略的運行による需要の取り込み
・路線収支率 100%以上

地
域
分
類
②

・車利用は多いものの、人口密度が高く鉄道駅も近いた
め、車から地域交通への転換を促すべき地域
・公共交通の人口カバー率は300m圏内が約68%
・通勤・通学時間帯で30分に1本以上の運行間隔の鉄道
駅、バス停の人口カバー率は約52％
・収支率の平均：60.6％ ・平均乗車密度の平均：2.71

【指標例】
●自家用車の代替可能
・自宅から直近停留所まで300m以内
・通勤・通学時間帯の運行間隔20分以内
●戦略的運行による需要の取り込み
・路線収支率 現状維持（現状の平均以上）

地
域
分
類
③

・車利用が多く人口密度も低い、かつ鉄道の運行本数が少ない
ため、車との使い分けを前提としつつ、交通不便の改善を図
るべき地域
・公共交通の人口カバー率は300m圏内が約54%
・通勤・通学時間帯で30分に1本以上の運行間隔の鉄道
駅、バス停の人口カバー率は約39％
・収支率の平均：26.7％ ・平均乗車密度の平均：1.84

【指標例】
●交通不便の改善
・自宅から直近停留所まで300m以内
・通勤・通学時間帯の運行間隔30分以内
（定時型運行：運行間隔30分以内）
●効率的運行による最適化
・平均乗車密度 現状維持（現状の平均以上）

地
域
分
類
④

・車利用が多く人口密度も低い、かつ鉄道駅が遠いため、
車利用を主としつつ、地域交通として最低限のサービス
レベルを確保すべき地域
・公共交通の人口カバー率は300m圏内が約42%
・通勤・通学時間帯で30分に1本以上の運行間隔の鉄道
駅、バス停の人口カバー率は約35％
・収支率の平均：13.4％ ・平均乗車密度の平均：1.49

【指標例】
●公共交通空白地域の解消
・自宅から直近停留所まで300m以内
・通勤・通学時間帯の運行間隔30分以内
・通院・福祉時間帯の運行間隔30分以内
（予約型運行：運行間隔30分以内）
●効率的運行による最適化
・平均乗車密度 1.00以上
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第5章 目指す姿を実現するための施策例
地域指標を踏まえたギャップ分析 地域分類①

【現状】
人口構成 人口：558,893人、人口密度：2,501人/km2

地域交通の状況
交通手段利用率
（日頃移動時に利
用する主な交通手
段）

鉄道：53%
バス：24％
自動車：
(自身で運転：69％)
(家族等の送迎：24％)
自転車：37％
徒歩：47％

主な公共交通手段 JR、京阪鉄道、バス、タクシー

バス構成比率 民間路線：9割、 コミバス：1割

公共交通の
人口カバー率

300m圏内：約76%

運行間隔別の
公共交通圏
人口カバー率

20分に1本以上の
運行間隔の人口
カバー率：約63％

※鉄道800m圏およびバス300m圏 ※通勤・通学時間帯（6-9,17-20時）の運行間隔

出典：住民アンケート（2022年10月実施）

自動車
(自身で
運転)

自動車
(家族等の

送迎)

自動
二輪

自転車 徒歩 その他

※複数回答

53%
24%

69%

24%
5%

37% 47%

2%
0%

20%
40%
60%
80%

100%

鉄道 バス

17 35 24 19 5地域分類①

0% 20% 40% 60% 80% 100%

100m圏内 200m圏内 300m圏内 500m圏内
800m圏内 1km圏内 1.5km圏内 それ以上

42 12 9 8 10 10 9地域分類①

0% 20% 40% 60% 80% 100%

10分に1本以上 15分に1本以上 20分に1本以上 30分に1本以上
1時間に1本以上 2時間に1本以上 それ以下

N=721



地域交通の状況
民間バス経営
状況

■収支率
平均値：106.0%
中央値：66.1%
■利用者数
約720万人（路線計・年間）

平均乗車密度 平均値：3.77
中央値：0.87

住民満足度 満足が56％
満足でないが44％

住民の求める
サービス水準

利用したいと思える
運行間隔(本/時)：
通勤・通学 平均4.3
通院・福祉 平均3.0
最低限確保すべき
運行間隔(本/時)：
通勤・通学 平均3.2
通院・福祉 平均2.3

11 45 33 11地域分類①

0% 20% 40% 60% 80% 100%

満足である どちらかと言えば満足である どちらかと言えば満足でない 満足でない

N=706
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第5章 目指す姿を実現するための施策例
地域指標を踏まえたギャップ分析 地域分類①

通勤・
通学

利用したい

最低限確保

利用したい

最低限確保
通院・
福祉

出典：R2年度バス事業者提供資料、住民アンケート（2022年10月実施）

9 20 19 20 10 22

0% 20% 40% 60% 80% 100%

地域分類①

0.2未満 0.2~0.5 0.5~1.0 1.0~3.0 3.0～5.0 5.0以上

(172路線)

12 22 25 10 30

0% 20% 40% 60% 80% 100%

地域分類①

20%未満 20%~50% 50%~80% 80%~100% 100%以上

(172路線)

34 

13 

11 

4 

48 

43 

38 

23 

14 

34 

35 

40 

3 

8 

12 

26 

1 

2 

1 

1 

1 

1 

1 

3 

2 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

10分に1本以上（1時間に6本） 15分に1本以上（1時間に4本）
30分に1本以上（1時間に2本） 1時間に1本
2時間に1本 1日に4～3本
それ以下でも良い

N=537

N=532

N=503

N=495
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第5章 目指す姿を実現するための施策例
地域指標を踏まえたギャップ分析 地域分類①

地域分類①の3つの指標例を全て達成する駅・バス停の人口カバー率は
約20%
各指標別の人口カバー率では「通勤・通学時間帯の運行間隔20分以内」の
割合が最も低い

対象人口 558,893人

出典：R2国勢調査（250mメッシュ人口）、 R2年度バス事業者提供資料

※鉄道は800m圏内
※通勤・通学時間帯は6-9,17-20時の運行間隔
※「自宅から直近停留所まで200m以内」「路線収支率100％以上」では、

鉄道のカバー圏域（800m圏）のカバー人口は除く
※「通勤・通学時間帯の運行間隔20分以内」「路線収支率 100%以上」の

バス停圏域は300m

【指標例】
●自家用車利用と遜色ない移動
・自宅から直近停留所まで200m以内
・通勤・通学時間帯の運行間隔20分以内
●戦略的運行による需要の取り込み
・路線収支率 100%以上

▼地域分類①の地域指標例の人口カバー率

対象人口 325,143人

対象人口 325,143人

対象人口 558,893人

全て達成の駅・バス停のカバー圏域

20%

85%

53%

60%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全て達成

自宅から直近停留所まで
200m以内

通勤・通学時間帯の
運行間隔20分以内

路線収支率
100%以上
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第5章 目指す姿を実現するための施策例
地域指標を踏まえたギャップ分析 地域分類①

「通勤・通学時間帯の運行間隔20分以内」を満たす鉄道駅は多いもののバス
停は少ない
「運行間隔20分以内」「路線収支率 100%以上」を満たすバス停は石山～
守山間の鉄道駅にアクセスする路線に多い傾向

出典：R2年度バス事業者提供資料※鉄道のカバー圏域（800m圏）は除く ※通勤・通学時間帯（6-9,17-20時）の運行間隔

自宅から直近停留所まで200m以内
カバー圏域

通勤・通学時間帯の運行間隔20分以内
鉄道駅・バス停

路線収支率 100%以上の路線の
バス停
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第5章 目指す姿を実現するための施策例
地域指標を踏まえたギャップ分析 地域分類②

【現状】
人口構成 人口：450,072人、人口密度：721人/km2

地域交通の状況
交通手段利用率
（日頃移動時に利
用する主な交通手
段）

鉄道：32%
バス：12％
自動車：
(自身で運転：78％)
(家族等の送迎：22％)
自転車：24％
徒歩：27％

主な公共交通手段 JR、近江鉄道、バス、タクシー

バス構成比率 民間路線：3割、 コミバス：7割

公共交通の
人口カバー率

300m圏内：約68%

運行間隔別の
公共交通圏
人口カバー率

30分に1本以上の
運行間隔の人口
カバー率：約52％

※鉄道800m圏およびバス300m圏 ※通勤・通学時間帯（6-9,17-20時）の運行間隔

出典：住民アンケート（2022年10月実施）

自動車
(自身で
運転)

自動車
(家族等の

送迎)

自動
二輪

自転車 徒歩 その他

※複数回答

鉄道 バス

32%
12%

78%

22%
3%

24% 27%
3%

0%
20%
40%
60%
80%

100%

14 30 24 23 71地域分類②

0% 20% 40% 60% 80% 100%

100m圏内 200m圏内 300m圏内 500m圏内
800m圏内 1km圏内 1.5km圏内 それ以上

13 9 12 18 13 17 18地域分類②

0% 20% 40% 60% 80% 100%

10分に1本以上 15分に1本以上 20分に1本以上 30分に1本以上
1時間に1本以上 2時間に1本以上 それ以下

N=1,014



地域交通の状況
民間バス経営
状況

■収支率
平均値：60.6%
中央値：29.2%
■利用者数
約300万人（路線計・年間）

平均乗車密度 平均値：2.71
中央値：1.44

住民満足度 満足が52％
満足でないが49％

住民の求める
サービス水準

利用したいと思える
運行間隔(本/時)：
通勤・通学 平均3.6
通院・福祉 平均2.5
最低限確保すべき
運行間隔(本/時)：
通勤・通学 平均2.6
通院・福祉 平均1.9
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第5章 目指す姿を実現するための施策例
地域指標を踏まえたギャップ分析 地域分類②

通勤・
通学

利用したい

最低限確保

利用したい

最低限確保
通院・
福祉

出典：R2年度バス事業者提供資料、住民アンケート（2022年10月実施）

42 32 101 14

0% 20% 40% 60% 80% 100%

地域分類②

20%未満 20%~50% 50%~80% 80%~100% 100%以上

(134路線)

14 22 30 6 15

0% 20% 40% 60% 80% 100%

地域分類②

0.2~0.5 0.5~1.0 1.0~3.0 3.0～5.0 5.0以上

(134路線)

8 44 34 15地域分類②

0% 20% 40% 60% 80% 100%

満足である どちらかと言えば満足である どちらかと言えば満足でない 満足でない

N=976
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46 

27 
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31 

44 
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18 
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32 
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1 

1 

1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

10分に1本以上（1時間に6本） 15分に1本以上（1時間に4本）
30分に1本以上（1時間に2本） 1時間に1本
2時間に1本 1日に4～3本
それ以下でも良い

N=597

N=595

N=619

N=614
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第5章 目指す姿を実現するための施策例
地域指標を踏まえたギャップ分析 地域分類②

出典：R2国勢調査（250mメッシュ人口）、 R2年度バス事業者提供資料

対象人口 450,072人

【指標例】
●自家用車の代替可能
・自宅から直近停留所まで300m以内
・通勤・通学時間帯の運行間隔20分以内
●戦略的運行による需要の維持
・路線収支率 現状維持（現状の平均以上）

▼地域分類②の地域指標例の人口カバー率

対象人口 345,776人

対象人口 450,072人

対象人口 345,776人

※鉄道は800m圏内
※通勤・通学時間帯は6-9,17-20時の運行間隔
※「自宅から直近停留所まで300m以内」「路線収支率 現状維持」では、

鉄道のカバー圏域（800m圏）のカバー人口は除く

全て達成の駅・バス停のカバー圏域

地域分類②の3つの指標例を全て達成する駅・バス停の人口カバー率は
約10%
各指標別の人口カバー率では「路線収支率 現状維持」の割合が最も低い

10%

89%

23%

18%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全て達成

自宅から直近停留所まで
300m以内

通勤・通学時間帯の
運行間隔20分以内

路線収支率
現状維持
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第5章 目指す姿を実現するための施策例
地域指標を踏まえたギャップ分析 地域分類②

※鉄道のカバー圏域（800m圏）は除く ※通勤・通学時間帯（6-9,17-20時）の運行間隔
出典：R2年度バス事業者提供資料

通勤・通学時間帯の運行間隔20分以内の鉄道駅・バス停について、JRは比
較的満たしているが、それ以外はほとんど満たしていない
「運行間隔20分以内」「路線収支率 現状維持」を満たすバス停は、野洲～
近江八幡間、南彦根等の鉄道駅にアクセスする路線で見られる

自宅から直近停留所まで300m以内
カバー圏域

通勤・通学時間帯の運行間隔20分以内
鉄道駅・バス停

路線収支率 現状維持
（現状の平均以上）の路線のバス停
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第5章 目指す姿を実現するための施策例
地域指標を踏まえたギャップ分析 地域分類③

【現状】
人口構成 人口：300,826人、人口密度：327人/km2

地域交通の状況
交通手段利用率
（日頃移動時に利
用する主な交通手
段）

鉄道：24%
バス：11％
自動車：
(自身で運転：81％)
(家族等の送迎：21％)
自転車：15％
徒歩：22％

主な公共交通手段 JR、近江鉄道、信楽高原鐵道、バス、タクシー

バス構成比率 民間路線：2割、 コミバス：8割

公共交通の
人口カバー率

300m圏内：約54%

運行間隔別の
公共交通圏
人口カバー率

30分に1本以上の
運行間隔の人口
カバー率：約39％

※鉄道800m圏およびバス300m圏 ※通勤・通学時間帯（6-9,17-20時）の運行間隔

出典：住民アンケート（2022年10月実施）

自動車
(自身で
運転)

自動車
(家族等の

送迎)

自動
二輪

自転車 徒歩 その他

※複数回答

鉄道 バス

24%
11%

81%

21%
3%

15% 22%
2%

0%
20%
40%
60%
80%

100%

11 23 20 26 12243地域分類③

0% 20% 40% 60% 80% 100%

100m圏内 200m圏内 300m圏内 500m圏内
800m圏内 1km圏内 1.5km圏内 それ以上

8 4 11 16 34 13 15地域分類③

0% 20% 40% 60% 80% 100%

10分に1本以上 15分に1本以上 20分に1本以上 30分に1本以上
1時間に1本以上 2時間に1本以上 それ以下

N=724



地域交通の状況
民間バス経営
状況

■収支率
平均値：26.7%
中央値：12.5%
■利用者数
約83万人（路線計・年間）

平均乗車密度 平均値：1.84
中央値：0.49

住民満足度 満足が43％
満足でないが57％

住民の求める
サービス水準

利用したいと思える
運行間隔(本/時)：
通勤・通学 平均3.2
通院・福祉 平均2.4
最低限確保すべき
運行間隔(本/時)：
通勤・通学 平均2.4
通院・福祉 平均1.8
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第5章 目指す姿を実現するための施策例
地域指標を踏まえたギャップ分析 地域分類③

通勤・
通学

利用したい

最低限確保

利用したい

最低限確保

通院・
福祉

出典：R2年度バス事業者提供資料、住民アンケート（2022年10月実施）

64 21 10 5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

地域分類③

20%未満 20%~50% 50%~80% 80%~100% 100%以上

(123路線)

19 20 19 4 7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

地域分類③

0.2~0.5 0.5~1.0 1.0~3.0 3.0～5.0 5.0以上

(123路線)

7 36 37 20地域分類③

0% 20% 40% 60% 80% 100%

満足である どちらかと言えば満足である どちらかと言えば満足でない 満足でない

N=697

12 

7 

7 

4 

44 

23 

22 

12 

36 

45 

44 

38 

6 

21 

19 

34 

1 

4 

7 

1 

1 

2 

3 

2 

2 

2 

2 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

10分に1本以上（1時間に6本） 15分に1本以上（1時間に4本）
30分に1本以上（1時間に2本） 1時間に1本
2時間に1本 1日に4～3本
それ以下でも良い

N=417

N=415

N=450

N=442
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第5章 目指す姿を実現するための施策例
地域指標を踏まえたギャップ分析 地域分類③

出典：R2国勢調査（250mメッシュ人口）、 R2年度バス事業者提供資料

対象人口 300,826人

【指標例】
●交通不便の改善
・自宅から直近停留所まで300m以内
・通勤・通学時間帯の運行間隔30分以内
（定時型運行：運行間隔30分以内）
●効率的運行による最適化
・平均乗車密度 現状維持（現状の平均以上）

▼地域分類③の地域指標例の人口カバー率

対象人口 300,826人

対象人口 228,112人

対象人口 228,112人

※鉄道は800m圏内
※通勤・通学時間帯は6-9,17-20時の運行間隔
※「自宅から直近停留所まで300m以内」「平均乗車密度 現状維持」では、

鉄道のカバー圏域（800m圏）のカバー人口は除く

全て達成の駅・バス停のカバー圏域

地域分類③の3つの指標例を全て達成する駅・バス停の人口カバー率は
約8%
各指標別の人口カバー率では「通勤・通学時間帯の運行間隔30分以内」
「平均乗車密度 現状維持」の割合が低い

8%

69%

21%

21%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全て達成

自宅から直近停留所まで
300m以内

通勤・通学時間帯の
運行間隔30分以内

平均乗車密度
現状維持
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第5章 目指す姿を実現するための施策例
地域指標を踏まえたギャップ分析 地域分類③

※鉄道のカバー圏域（800m圏）は除く ※通勤・通学時間帯（6-9,17-20時）の運行間隔 出典：R2年度バス事業者提供資料

通勤・通学時間帯の運行間隔30分以内を満たしている鉄道駅・バス停は少
なく、バス停は甲賀市、竜王町等の南側で一部みられる
平均乗車密度 現状維持を満たしているバス停は貴生川、水口等、鉄道駅に
アクセスする路線で一部みられる

自宅から直近停留所まで300m以内
カバー圏域

通勤・通学時間帯の運行間隔30分以内
鉄道駅・バス停

平均乗車密度 現状維持
（現状の平均以上）の路線のバス停
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第5章 目指す姿を実現するための施策例
地域指標を踏まえたギャップ分析 地域分類④

【現状】
人口構成 人口：77,219人、人口密度：47人/km2

地域交通の状況
交通手段利用率
（日頃移動時に利
用する主な交通手
段）

鉄道：19%
バス：11％
自動車：
(自身で運転：82％)
(家族等の送迎：25％)
自転車：17％
徒歩：16％

主な公共交通手段 バス、タクシー

バス構成比率 民間路線：3割、 コミバス：7割

公共交通の
人口カバー率

300m圏内：約42%

運行間隔別の
公共交通圏
人口カバー率

30分に1本以上の
運行間隔の人口
カバー率：約35％

※鉄道800m圏およびバス300m圏 ※通勤・通学時間帯（6-9,17-20時）の運行間隔

出典：住民アンケート（2022年10月実施）

自動車
(自身で
運転)

自動車
(家族等の

送迎)

自動
二輪

自転車 徒歩 その他

※複数回答

鉄道 バス

19% 11%

82%

25%
5%

17% 16%
3%

0%
20%
40%
60%
80%

100%
N=489

6 19 17 31 17 245地域分類④

0% 20% 40% 60% 80% 100%

100m圏内 200m圏内 300m圏内 500m圏内
800m圏内 1km圏内 1.5km圏内 それ以上

11 54 15 25 18 22地域分類④

0% 20% 40% 60% 80% 100%

10分に1本以上 15分に1本以上 20分に1本以上 30分に1本以上
1時間に1本以上 2時間に1本以上 それ以下



地域交通の状況
民間バス経営
状況

■収支率
平均値：13.4%
中央値：5.9%
■利用者数
約6万人（路線計・年間）

平均乗車密度 平均値：1.49
中央値：0.39

住民満足度 満足が43％
満足でないが57％

住民の求める
サービス水準

利用したいと思える
運行間隔(本/時)：
通勤・通学 平均3.0
通院・福祉 平均2.2
最低限確保すべき
運行間隔(本/時)：
通勤・通学 平均2.2
通院・福祉 平均1.7
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第5章 目指す姿を実現するための施策例
地域指標を踏まえたギャップ分析 地域分類④

通勤・
通学

利用したい

最低限確保

利用したい

最低限確保

通院・
福祉

出典：R2年度バス事業者提供資料、住民アンケート（2022年10月実施）

63 24 210

0% 20% 40% 60% 80% 100%

地域分類④

20%未満 20%~50% 50%~80% 80%~100% 100%以上

(41路線)

22 7 20 12 20

0% 20% 40% 60% 80% 100%

地域分類④

0.2~0.5 0.5~1.0 1.0~3.0 3.0～5.0 5.0以上

(41路線)

6 39 33 22地域分類④

0% 20% 40% 60% 80% 100%

満足である どちらかと言えば満足である どちらかと言えば満足でない 満足でない

N=470
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10分に1本以上（1時間に6本） 15分に1本以上（1時間に4本）
30分に1本以上（1時間に2本） 1時間に1本
2時間に1本 1日に4～3本
それ以下でも良い

N=231

N=235

N=450

N=239
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第5章 目指す姿を実現するための施策例
地域指標を踏まえたギャップ分析 地域分類④

対象人口 77,219人

【指標例】
●公共交通空白地域の解消
・自宅から直近停留所まで300m以内
・通勤・通学時間帯の運行間隔30分以内
・通院・福祉時間帯の運行間隔30分以内
（予約型運行：運行間隔30分以内）
●効率的運行による最適化
・平均乗車密度 1.00以上

▼地域分類④の地域指標例の人口カバー率

※鉄道は800m圏内
※通勤・通学時間帯は6-9,17-20時の運行間隔
※通院・福祉時間帯は9-17時の運行間隔
※「自宅から直近停留所まで300m以内」「平均乗車密度 1.0以上」では、

鉄道のカバー圏域（800m圏）のカバー人口は除く

対象人口 77,219人

対象人口 77,219人

対象人口 77,219人

対象人口 77,219人

全て達成の駅・バス停のカバー圏域

出典：R2国勢調査（250mメッシュ人口）、 R2年度バス事業者提供資料

地域分類④の3つの指標例を全て達成する駅・バス停の人口カバー率は
約14%
各指標別の人口カバー率では「通院・福祉時間帯の運行間隔30分以内」の
割合が最も低い

14%

42%

17%

15%

30%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全て達成

自宅から直近停留所まで
300m以内

通勤・通学時間帯の
運行間隔30分以内

通院・福祉時間帯の
運行間隔30分以内

平均乗車密度
1.0以上
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第5章 目指す姿を実現するための施策例
地域指標を踏まえたギャップ分析 地域分類④

出典：R2年度バス事業者提供資料

「通勤・通学時間帯の運行間隔30分以内」「通院・福祉時間帯の運行間隔
30分以内」を満たしているバス停は大津市、甲賀市の路線で一部みられる

自宅から直近停留所まで300m以内
カバー圏域

通勤・通学時間帯の運行間隔30分以内
鉄道駅・バス停

通院・福祉時間帯の運行間隔30分以内
鉄道駅・バス停

※鉄道のカバー圏域（800m圏）は除く ※通勤・通学時間帯（6-9,17-20時）の運行間隔 ※通院・福祉時間帯（9-17時）の運行間隔
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第5章 目指す姿を実現するための施策例
地域指標を踏まえたギャップ分析 地域分類④

出典：R2年度バス事業者提供資料

「平均乗車密度 1.00以上」を満たしているバス停は大津市、甲賀市、高島
市等の路線で一部みられる

平均乗車密度 1.00以上の路線の
バス停
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ギャップを埋めるための想定される施策を以下に整理

第5章 目指す姿を実現するための施策例
地域分類別の目指す姿を実現するための施策例

分類 課題 問題の状況 想定される施策 地域分類
① ② ③ ④

滋賀の課題
解決に向けた
施策

利便性向上 鉄道、バスの運行
本数が少ない

鉄道・バスダイヤの調整 ○ ○ ○
域 内 交 通 ネ ッ ト
ワークの強化

需要が見込めるバス路線の運行頻度増加 ○ ○
鉄道を補完するバス路線活用・導入 ○ ○
地域の輸送資源（施設送迎バス等）による
バス路線の補完 ○ ○
コミバスの運行・充実 ○ ○ ○

交通空白 地が存
在

デマンド交通の導入 ○ ○
シェアモビリティの検討 ○ ○ ○ ○
買物バス等の運行 ○
地域の輸送資源（病院等各種施設の送迎バス等）との連携 ○ ○

利用がしにくい 利用促進 サブスク、エリア運賃導入 ○ ○ ○ ○
料金割引 ○ ○ ○ ○
バス料金無料化 ○ ○ ○ ○

わかりやすい情報周知 ○ ○ ○ ○
バリアフリー、ユニバーサルデザイン ○ ○ ○ ○

運行効率化 運行効率が
低い・赤字

需要に応じた
サービス転換

定時定路線のデマンド化 ○ ○
平均輸送密度に応じたダウンサイジング ○ ○ ○
路線見直しおよび他手段への転換 ○ ○

多様な関係者に
よる連携・新たな
運行形態

交通事業 者の努
力のみでは運行継
続が困難

行政主導、地域主
導による運営

自治体連携広域コミバス ○ ○ ○
自治会運行・負担 ○ ○
カーシェアリング ○ ○ ○ ○
互助輸送 ○ ○ ○ ○

企業連携 企業の送迎バスの路線バス化 ○ ○ ○ ○
シュタットベルケ 再生可能エネルギー電力会社等による公共交通運営

支援 ○ ○ ○ ○
湖上交通の維持
・活性化

・利用者減により維
持が困難
・操縦士等担い手
不足により運行体
制の維持が困難

利用促進、利便性向上、経費削減、操縦士等担い手確保のための取組
の実施

○ ○ ○

新たに開発・実装されるデジタル技術を活用
した公共交通等

LRT ○
自動運転 ○ ○ ○ ○
様々な移動手段の統合に向けたMaaS等の新たな仕組み ○ ○ ○ ○
電動キックボードシェアサービス ○
空飛ぶクルマ ○ ○ ○ ○

福祉施策 バリアフリー、特別乗車券の交付、福祉有償運送、ユニバーサルデザイン
車両購入費補助 等 ○ ○ ○ ○
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3パターンの目指す姿およびそれに応じて追加で必要となる費用を設定

第6章 施策推進に向けて
①目指す姿の達成に必要な費用の試算

▼目指す姿のパターンおよび追加で必要となる費用

※「現状と同じ運行本数」はR2年度バス事業者提供資料から算出
※「県民が最低限確保を望む運行本数」「利用したいと思える運行本数」は住民アンケート（2022年10月実施）から算出（スライド19参照）

※「地域分類別サービスレベル」を確保する時間帯は、通勤・通学は6-9および17-20時、通院・福祉は9-17時として設定

パターンA
現状と同じ地域交通

パターンB
県民が最低限確保を望む地域交通

パターンC
県民が理想として望む地域交通

確保する
サービスレベル

現状と同じ運行本数 県民が最低限確保を望む運行本数 ・県民が利用したいと思える運行
本数

・目指す姿を実現するための施策
導入(スライド43-46参照)


ୠ
ী
థ
શ
१
␗
অ
५
ঞ
ঋ
ঝ

通勤
・
通学

(本/h)

① 1.2（約50分に1本） 3.2（約20分に1本） 4.3（約15分に1本）

② 1.0（約1時間に1本） 2.6（約25分に1本） 3.6（約15分に1本）

③ 0.6（約1時間半に1本） 2.4（約25分に1本） 3.2（約20分に1本）

④ 0.4（約2時間半に1本） 2.2（約25分に1本） 3.0（約20分に1本）

通院
・
福祉

(本/h)

① 1.1（約1時間に1本） 2.3（約25分に1本） 3.0（約20分に1本）

② 1.0（約1時間に1本） 1.9（約30分に1本） 2.5（約25分に1本）

③ 0.6（約1時間半に1本） 1.8（約35分に1本） 2.4（約25分に1本）

④ 0.4（約2時間半に1本） 1.7（約35分に1本） 2.2（約25分に1本）

補填の必要がある
費用

Ⅰ利用者減による運賃収入減少
分の補填

Ⅱ必要運行本数を確保する場合
の運行経費増額分

Ⅲ必要運行本数を確保する場合
の人件費、車両費増加分

Ⅱ必要運行本数を確保する場合
の運行経費増額分

Ⅲ必要運行本数を確保する場合
の人件費、車両費増加分

Ⅳ他施策導入のための必要経費

新たに見込める
収入

ー
Ⅴ運行本数増加による利用者増

の運賃収入増額分
Ⅴ運行本数増加による利用者増

の運賃収入増額分

追加で必要となる
費用合計

Ⅰ Ⅱ＋ⅢーⅤ Ⅱ+Ⅲ＋ⅣーⅤ
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各費用の算出方法を設定し、追加で必要となる費用を試算

第6章 施策推進に向けて
①目指す姿の達成に必要な費用の試算

▼必要な費用の算出方法および留意点

費用項目 算出方法 留意点

Ⅰ利用者減による運賃
収入減少分の補填

・R2年度バス事業者提供資料から現状のバス利用者数
および利用者1人当たり運賃収入を算出

・人口減少を加味した上で将来バス利用者数を推計し、
現状バス利用者との差から運賃収入減少分を算出

・将来バス利用者数は、国勢調査、国
土数値情報 500mメッシュ別将来
推計人口データ（H30国政局推計）、
H22PT調査から人口減少・年齢階
層別のバス利用率を加味して推計

Ⅱ必要運行本数を確保
する場合の運行経
費増額分

・R2年度バス事業者提供資料から運行本数あたり運行
経費を算出

・各パターンに必要な運行本数と現状との差から、必
要な運行経費増額分を算出

・車両購入費および追加で必要となる
バス運転手人件費のイニシャルコス
トはⅢで別途算出

Ⅲ必要運行本数を確保
する場合の車両購
入費・人件費増額
分

・各パターンに必要な運行本数と現状との差から、追
加で必要となる車両台数を算出し、車両購入費およ
びバス運転手人件費（追加車両1台につき1人必要
と設定）のイニシャルコストを算出

・1台あたり車両購入費については「運輸安全マネジ
メントに関する取り組みについて(近江鉄道)」の実
績値から算出

・バス運転手人件費はR2年賃金構造基本統計調査から
算出（430万円/年）

・追加で必要となる車両台数について、
現況の路線当たり車両保有台数が不
明であり推定で算出しているため、
実際の必要追加台数と異なる可能性
がある

・１台あたり車両購入費について、物
価高の影響等により必要額が増加と
なる可能性がある

・人件費について、人材不足の中募集
が必要であること、今後は人件費が
更に上昇する可能性があることから、
算出時より必要額が増加となる可能
性がある

Ⅳ他施策導入のための
必要経費

・R2年度バス事業者提供資料から実車走行キロを整理、
他施策の実績値（キロ当たり単価等）を参考に算出

・導入する施策はスライド43-46参照

Ⅴ運行本数増加による
運賃収入増加分

・人口減少を加味した上で、運行本数増加による将来
バス利用者増加分を推計し、運賃収入増額分を算出



分
類
課
題

問題
の

状況
想定される施策

事業費

算出方法 考え方・参考金額 取り組みの想定ボリューム・
算出条件等

概算事業費（想定）
※イニシャルコスト以外は年間費用

地域① 地域② 地域③ 地域④

滋
賀
の
課
題
解
決
に
向
け
た
施
策

利
便
性
向
上

鉄
道
、
バ
ス
の
運
行
本
数
が
少
な
い

鉄道・バスダイヤの調整、増便 実績データより
算出 別途掲載

域内交通ネット
ワークの強化

需要が見込める
バス路線の運行
頻度増加

実績データより
算出 別途掲載

鉄道を補完する
バス路線活用・
導入

実績データより 県内民間バス事業者のキロ当た
り単価を適用

近江鉄道のうち課題が大きく本
数が少ない彦根～貴生川におい
てバスを１時間に１本・10回/日
運行した場合の経費

約56
百万
円

約86
百万
円

地域の輸送資
源（施設送迎
バス等）による
バス路線の補完

事例より
八尾市における65歳以上人口
と登録者数の比率（登録率
0.47％）、１人当たり負担額
（傷害保険）934円/人

地域分類別の総人口（R2）
のうち0.47％が登録すると想定
※250ｍメッシュ人口の合算で
あり合計が合わない場合がある

約2.4
百万
円

約2.0
百万
円

コミバスの運行・
充実

実績データより
キロ当たり単価

運行経費10.9億円、収入1.8
億円、収支差額9.1億円

運行距離が1.2倍（不足地域
へ延伸）、収入（＝利用者
数）が1.1倍と想定すると収支
差額11.1億円、実施前より増
加する負担分を補填

約36
百万円

約104
百万円

約32
百万円

交
通
空
白
地
が
存
在

デマンド交通の導入 事例より
地域分類１は民間事業、地域
分類２，３，４は予約型等の
実績で１エリア約320万円

地域分類２，３，４で2エリア
程度を想定

約3.2
百万円

約3.2
百万円

シェアモビリティの検討 ‐ 民間事業 ‐ ‐ ‐ ‐

買物バス等の運行 コミバスの実績
を適用

平均285万円/１路線
（地域④） 4エリア程度を想定

約
11.4

百万円

地域の輸送資源（病院等各種
施設の送迎バス等）との連携

輸送資源の事
例と同様

八尾市における65歳以上人口
と登録者数の比率（登録率
0.47％）、１人当たり負担額
（傷害保険）934円/人

地域分類別の総人口（R2）
のうち0.47％が登録すると想定
※250ｍメッシュ人口の合算で
あり合計が合わない場合がある

約1.3
百万
円

約0.3
百万
円
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第6章 施策推進に向けて
①目指す姿の達成に必要な費用の試算

▼C：県民が理想として望む地域交通の実現に向けて実施が考えられる施策一覧（1/4）
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第6章 施策推進に向けて
①目指す姿の達成に必要な費用の試算

▼C：県民が理想として望む地域交通の実現に向けて実施が考えられる施策一覧（2/4）

分
類
課
題

問
題の
状
況

想定される施策
事業費

算出方法 考え方・参考金額 取り組みの想定
ボリューム・算出条件等

概算事業費（想定）
※イニシャルコスト以外は年間費用

地域① 地域② 地域③ 地域④

滋
賀
の
課
題
解
決
に
向
け
た
施
策

利
便
性
向
上

利
用
が
し
に
く
い 利用促進

サブスク、エリア運
賃導入 事例より 民間事業・必要に応じて減

収分の補填 ‐ ‐ ‐ ‐

料金割引
実績と割引
パターンで想
定

減収分の補填 半額で利用者数1.5倍の
場合

約495
百万円

約189
百万円

約123
百万円

約51百
万円

バス料金無料化 事例

約2.1億円（岡山市の事例
８日間、人口は滋賀県の約
半数）
参考：滋賀県年間の運行
経費は約58.3億円

日・祝8日間の場合 約169
百万円

約136
百万円

約91百
万円

約23百
万円

わかりやすい情報周知 事例より
チラシ：広告事業0円～330
万円（印刷費） 広告印刷費 約1.3

百万円
約1.1
百万円

約0.7
百万円

約0.2
百万円

デジタルサイネージ：2900万
円（ニシャルコスト）

デジタルサイネージ（イニシャ
ルコスト）

約30百
万円

約30百
万円

約30百
万円

約30百
万円

バリアフリー、ユニバーサルデザイン ※福祉施策に記載

維
持
が

困
難 政策目標を踏まえた各種取組 事例より 予算配分の変更 ‐ ‐ ‐ ‐

運
行
効
率
化

運
行
効
率
が

低
い
・
赤
字 需要に応じたサービ

ス転換

定時定路線の
デマンド化 実績より

県内の予約型乗合タク
シーの実績より キロ当た
り単価428円

民間バスのうち収支率
20％未満がデマンド化と
想定

約185
百万円

約32百
万円

平均輸送密度
に応じたダウン
サイジング

コストは減額想定 ‐ ‐ ‐

路線見直しお
よび他手段へ
の転換

コストは減額想定 ‐ ‐
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第6章 施策推進に向けて
①目指す姿の達成に必要な費用の試算

▼C：県民が理想として望む地域交通の実現に向けて実施が考えられる施策一覧（3/4）

分
類

課
題 問題

の
状況

想定される施策

事業費

算出
方法 考え方・参考金額 取り組みの想定ボリューム・

算出条件等
概算事業費（想定）

※イニシャルコスト以外は年間費用
地域① 地域② 地域③ 地域④

滋
賀
の
課
題
解
決
に
向
け
た
施
策

多
様
な
関
係
者
に
よ
る

連
携
・
新
た
な
運
行
形
態

交
通
事
業
者
の
努
力
の
み

で
は
運
行
継
続
が
困
難

行政
主導、
地域
主導に
よる運
営

自治体連携広域
コミバス ‐ 市町の運営

自治会運行・負
担

事例
より 約400万円 地域３，４で各２エリア、４エ

リアを想定
約８百
万円

約８百
万円

カーシェアリング 事例
より

民間事業・地域運営（経費
は約20万円/台・年） ‐ ‐ ‐ ‐

互助輸送 ‐
地域での運営、車両費は行
政負担の場合はカーシェアリン
グに同じ

‐ ‐ ‐ ‐

企業
連携

企業の送迎バスの
路線バス化

事例
より 民間連携 ‐ ‐ ‐ ‐

シュタッ
トベル
ケ 等

再生可能エネルギー
電力会社等による公
共交通運営支援

事例
より 約500万円（５割強出資） 1地域１件で4エリア 約5百万

円
約5百万

円
約5百万

円
約5百万

円

湖
上
交
通
の
維
持
・
活
性
化

利
用
者
減
に
よ
り
維
持
が
困
難

利用促進、利便性向上
経費削減

事例
より

約160万円（乗用車8000
円の１・２割引で約３カ月実
施の場合の印刷等を含む総
事業費）

割引額の補填。地域２は沖
島通船の往復1000円の500
円割引、利用者数を基に想定。
地域１は地域２と同額、地域
３は半額を想定。

約48百
万円

約48百
万円

約24百
万円

チラシの印刷費（バスマップの
半額を想定）

約0.7百
万円

約0.5百
万円

約0.4百
万円

約0.1百
万円
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第6章 施策推進に向けて
①目指す姿の達成に必要な費用の試算

▼C：県民が理想として望む地域交通の実現に向けて実施が考えられる施策一覧（4/4）

分
類

想定される施策

事業費

算出方法 考え方・参考金額 取り組みの想定ボリューム・
算出条件等

概算事業費（想定）
※イニシャルコスト以外は年間費用

地域① 地域② 地域③ 地域④

新たに開発・実
装されるデジタ
ル技術を活用し
た公共交通等

LRT 事例より
宇都宮LRTのキロ当たり
事業費50.2億円/ｋｍ
を適用

整備距離は12ｋｍと想定し、
整備費は宇都宮LRTのキロ当
たり事業費を適用。
運営費用は試算額

(イニシャルコスト
約602億円、
ランニングコスト

約4億円、
赤字補填額

1.5～2.8億円)

自動運転 事例より 1.04億円/年 4エリア 約1.04億円 約1.04
億円

約1.04
億円

約1.04
億円

様々な移動手段の統
合に向けたMaaS等の
新たな仕組み

事例より
鳥取型ＭａａＳイニシャ
ルコスト約2千万円、ラン
ニングは民間事業

1エリアイニシャルコスト約2千
万円、各地域１エリアを想定 約20百万円 約20百

万円
約20百
万円

約20百
万円

電動キックボードシェア
サービス

民間事業を想定、土地
提供等の支援（事業費に
含まない）

利用料金の低減又は欠損の
一部補填等を想定 約2百万円

空飛ぶクルマ 民間事業を想定 ‐ ‐ ‐ ‐

福祉施策
バリアフリー、特別乗車券
の交付、福祉有償運送、
ユニバーサルデザイン車
両購入費補助等

事例より

特別乗車券の交付（身体・
精神障害者１人当たり1.2
万円/年を想定）※県計の
障がい者人口を地域分類人
口比率で案分

約12.0百万円 約9.6
百万円

約6.4
百万円

約1.7
百万円

ユニバーサルデザイン車両購
入費補助（40万円×４地
域×10台/年を想定）

約4百万円 約4百
万円

約4百
万円

約4百
万円
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3パターンの試算の結果…

第6章 施策推進に向けて
①目指す姿の達成に必要な費用の試算

▼目指す姿の達成に必要な１年あたり概算費用の内訳

▼目指す姿の達成に必要な１年あたり概算費用

項目 概算費用（単位：百万円/年）
地域分類1 地域分類2 地域分類3 地域分類4 合計

パターンA
現状と同じ地域交通

Ⅰ利用者減による運賃収入減少分の補填 40 83 93 37 253
合計 40 83 93 37 253

パターンB
県民が最低限確保を
望む地域交通

Ⅱ必要運行本数を確保する場合の運行経費増額分 1,057 420 481 495 2,453
Ⅲ必要運行本数を確保する場合
の車両購入費・人件費増額分

車両購入費(5年償却) 611 449 461 274 1,795
追加運転手人件費 620 495 520 307 1,942

Ⅴ運行本数増加による利用者増の運賃収入増額分 -813 -240 -84 -54 -1,191
合計 1,475 1,124 1,378 1,022 4,999

パターンC
県民が理想として
望む地域交通

Ⅱ必要運行本数を確保する場合の運行経費増額分 1,362 637 823 760 3,582
Ⅲ必要運行本数を確保する場合
の車両購入費・人件費増額分

車両購入費(5年償却) 846 662 692 299 2,499
追加運転手人件費 859 730 780 334 2,703

Ⅳ他施策導入のための必要経費 893 641 796 326 2,656
Ⅴ運行本数増加による利用者増の運賃収入増額分 -1,575 -628 -216 -126 -2,545

合計(施策なし：Ⅱ＋ⅢーⅤ) 1,492 1,401 2,079 1,267 6,239
合計(施策あり：Ⅱ+Ⅲ+ⅣーⅤ) 2,385 2,042 2,875 1,593 8,895

※この概算費用は、一定の前提条件（スライド42-46）の基に新たに必要となる費用を算出
したものであり、いわゆる「交通税」の額ではない。
※今後、目指す姿の実現に向け、民間投資の呼込み、国の支援の活用、県としての財源規模
や負担・分担のあり方などについて、参加型税制の取組等により検討を進める。

地域分類1 地域分類2 地域分類3 地域分類4

40
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A:現状と同じ地域交通 B:県民が最低限確保を
望む地域交通

C:県民が理想として望む
地域交通（施策なし）

C:県民が理想として望む
地域交通（施策あり）

(百万円)


